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を平成 24 年 8 月 28 日に取りまとめた後，中央教育審議会での教員養成や研修等についての本格
10 
的な政策議論が再開されたのは，平成 26 年 3 月であった。同月 25 日に開催された教員養成部会
で「教員の養成・採用・研修の改善に関するワーキンググループ」が設置され，精力的な審議を
行った後，同年 7 月 30 日にワーキンググループとしての論点整理がまとめられた。 
一方，その前日の 29 日には，中央教育審議会に対し，以下の二つの新たな諮問が行われた。 
１．子供の発達や学習者の意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築につい 

























































































































































































本調査研究に着手したのは平成 25 年 4 月であるが，その数か月前には約 3 年 4 か月続いた民
主党政権から自民党に政権が移行した。 
政権への復帰を目指していた自民党は，党内に教育再生実行本部を設けて教育改革について議







年 5 月 23 日にまとめられた第二次提言 ４)においても，「『教師大学院』での現職研修を充実し，
学校マネジメントを重点的に学修したことを管理職の登用資格とする」とされた。 





























































































































１) 自民党が政権に就いた直後の平成 25 年 1 月 15 日には，安倍総理のリーダーシップにより政府に教
育再生実行会議が設けられた。教育再生実行会議は，緊急の課題であるいじめ問題への対策を示す
ために平成 25 年 2 月 26 日に第一次提言を出した後，本稿執筆時点までの間に第六次提言までまと
めている。 
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A  資質・能力 
B1  教職に関する知識・理解  ※以下，B1 教職と略記する。 
B2  教科に関する知識・理解  ※以下，B2 教科と略記する。 
C  実践力 
D  研究力 
 
この枠組みでの新しさは先の三つの関係で示したように，B1 教職と B2 教科の相互関係，B1
と B2 を実践力に結合すること，C 実践力と D 研究力の設定と関係付け，である。 
A 資質・能力が教職全般の行動自体を支え，維持していることを踏まえ，教職の中核に C 教育
実践の実践力を据える。その中には，B1 の教職と B2 の教科に関する知識・理解が入れ込まれる。









































































































適用可能である。その意味において，共通性を持つものである。資料 1，資料 2，資料 3 に示し
たとおり，同一の五つの領域において基本的な枠組みで提示されている（資料 1 は p.43-48，資
































































































































２．２ 保健体育の B1 教職 
 
「B1－8 学校教育において求められる ICT に関する基礎的な知識や技能を持ち，情報化社会
において必要とされる情報倫理について理解している」の小項目の文言を変更し「学校教育にお
いて必要とされる ICT に関する規範について理解している」とした。 
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７) 教育家庭新聞ブログ（2015 年 1 月 19 日最終閲覧） 
http://www.kknews.co.jp/wb/archives/2007/08/post_1072.html 
８) 藤田達生，永田成文，川端康「教員養成段階の『教科力』育成のためのカリキュラム開発」『日本
教育大学協会年報』第 28 集，2010 年，pp.201-215 
９) 「補論 教員養成スタンダードの先行事例に見られる現状と課題」別惣淳二，渡邊隆信編『教員養
成スタンダードに基づく教員の質保証』ジアース教育新社，2012 年，pp.196－199 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る。                                            など 
初等の大項目・小項目と同様。 
51 











































































































































































































































































































































































与することができる。                            など 
初等の大項目・小項目と同様。 
 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 2-0-1. 本研究の調査対象 
章 対象機関 対象者 連携 
３．海外の教員養成 トロント大学OISE 学部生・大学院生 大学×学校 












支援するかは，重要な検討課題である。2000 年代以降でも，2006 年（平成 18 年）の中央教育
審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」だけでなく，2012 年（平成 24 年）
の中央教育審議会答申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」，
2013 年（平成 25 年）の「教員の資質能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議」


































































































































































































































成プログラムを比較対照した。協働と内省を重視する Consecutive BEd プログラム，教科等の内
容知識を重視する CTEP プログラム，学習科学の理論と実践の往還を重視する MA-CSE プログ




Consecutive Teacher Education Program（Consecutive BEd）は，学部卒業後１年間で教育
学士（BEd）と教員免許（幼～６年生／４～10 年生／７～12 年生）を取得可能なプログラムで









身に付けるとともに教育に関する授業と 52 時間の教育実習及び 100 時間以上のインターンシッ
プを行う。 
Master of Arts in Child Studies & Education Program（MA-CSE）は，学卒後２年間で教員
免許（幼～6 年生）と修士号（MA）を取得可能なプログラムであり，定員は 45 名である。院生







Master of Teaching Program（MT）は，学卒後２年で教員免許（幼～６年生／４～10 年生／
７～12 年生）と修士号（MT）を取得可能なプログラムであり，１学年の学生数は約 130 人であ
る。教育実習は４～５週間を４回行う。伝統的な教育学研究科として最も研究志向の強いプログ










Consecutive BEd と CTEP がオンタリオ州教育行政からの要請もあり段階的廃止を決めた後に，





図 2-3-1. トロント大学 OISE のプログラム概要 
 
２．理論と実習が融合する場：MA-CSE と ICS Lab School 
 

























ジェクトである。1980 年代後半から OISE のスカーダマリア（Marlene Scardamalia）とベライ
ター（Carl Bereiter）が中心となって始め，ICS が貴重な実践の場となってきた。ICS は知識構
築という目標創出型の教育目標・理念の下で，学習科学の理論に基づき，学習支援システムも使
って，支援がそのまま評価につながり次の実践につながるデザイン研究が展開されている。 









（Zhang et al., 2009）。一人一人をノードとしてその関係をソーシャルネットワーク図（図 2-3-2a）
で表したところ，１年目の実践の児童は，自分と同じグループのメンバーのノートを閲覧・引用
することが主で，閲覧や引用を通してグループ間を「つないで」いたのは教師であることが分か













   
図 2-3-2a. １年目 図 2-3-2b. ２年目 図 2-3-2c. ３年目 
































トロント大学 OISE の MA-CSE や ICS Lab School での学びには，知識構築という教育方法の
革新を踏まえたプログラムの特徴が示唆されている。それを第二章の視点に沿って列挙する。 
 
















































































































































































































られた福井大学のプログラムは図 2-4-2 に表される。 
 
 











































































































































































































2009 年度入学生の修了後      2011 年度入学生の修了後 




















表 2-4-2. これまで取り組んできたフェイズ２の活動 
 院生 実践対象 授業概要 
2010 年度 ９名 小６算数 拡大と縮図：知識構成型ジグソー法 
2011 年度 ６名 小５理科 釣合い：工作的発問をもとにした活動 
2012 年度 ７名 小４社会 明治維新の政策：タブレット PC 活用ワークショップ型 






























































































表 2-4-3. 外部講演会での構成要素ごとのコメント数 
 教職大学院生 教育行政関係者 現場教員等 
教育目標 0.25 1 1 
教育方法 0.5 0.43 0.82 

































表 2-4-4. 福井大学と静岡大学の特徴の比較対照 
 福井大学 静岡大学 
学校の外部か内部か 内部 外部 
理論か体験か（力点・順序） 体験⇔理論 理論⇒実践体験 
授業の型の提供 なし あり 
デザインか振り返りか 振り返り デザイン 
客観データか主観的解釈か 主観的解釈 客観データ 
共通課題か個別課題か 個別課題 共通課題⇒個別課題 











































































力向上研修」，鳥取県教育委員会が同じく 2012 年度から「学習理論研修（2014 年度からは学習
科学セミナー）」を行っている。概要を 2013 年度のものを例に表 2-5-1 に紹介する。なお，埼玉












表 2-5-1. CoREF の協調学習授業作りに関する教員研修プログラム 























































































表 2-5-2. 埼玉県における研修対象者の年度ごとの拡大 
 2010 2011 2012 2013 2014 
県立高校学力向上基盤形成事業／ 
未来を拓く『学び』推進事業 
✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 
高等学校初任者研修   ✓ ✓ ✓ 
指導主事研修   ✓ ✓ ✓ 
管理職対象研修    ✓ ✓ 
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(Learning Through Discussion） 
























































全学で PBL 教育を推進している三重大学教育学部の事例を基に，教員養成課程における PBL 教
育について報告する。 
 






















３．事例シナリオ型 PBL を導入した教職科目の授業展開 
 
では，教員養成課程においてPBLをどのように導入しているのか。ここでは教職課程の導入科





















































































かを個人テスト（Individual Readiness Assurance Test: IRAT）とグループテスト（Group 
Readiness Assurance Test: GRAT）とで確認するフェーズ 2，その知識を応用した課題に取り組
むフェーズ 3 に分けて，それを繰り返すことによって知識の習得とその応用を図るものである。
こうした TBL の方法を部分的に取り入れている実践も広い意味で TBL と呼ばれる。類似のグル
ープ学習を行うアクティブ・ラーニングとして PBL があるが，その大きな違いは問題の設定や
学習内容に関して，PBL が学生主導であるのに対して，TBL が教員主導であることである。そ


















 TBL の学習過程は冒頭の概要に書いたとおりである。それを図示すると【図１ 3-3-1】のよ
うになる。 
 
【図 3-3-1】一つのコースで 5～7 回行われる大きなユニット（学習単位）ごとの進行例 ９) 















な教育方略が採用されている。その具体的な方略については参考文献にある Larry K. 
Michaelsen (2009)を参照されたい。特にフ
ェーズ 2 で行われるテストに特徴があり，


















-コラム- TBL を実践する上で重要な良質な問題や課題の作成 
本文中にも出てきた TBL を実践されている先生方へのインタビューで，「TBL を実践する














施する際に事前にプリントを配布し，予習をさせ，それについて IRAT と GRAT を実施した。こ
































































Servant, V. (2014), Keynote AddressⅡ：PBL as Perspective via Observations and Interviews 













































































「マスコミ対応，残り 4 時間」」など管理職向けのケース 14 種類が開発されている。奈良教育
大学教師力モデル開発プロジェクト「教師力を育むケースメソッド集 18」では，「授業中，火

































































































































LTD（Learning Through Discussion）は，1960 年代に米国で考案された学習法である ２５)。
当時の米国では高等教育の大衆化が進行しており，学生の学びに対する動機付けを高める必要性








































































































 ボランティアセンターができた背景は，阪神大震災がきっかけであるが（1998 年と 2001 年に各キ
ャンパスに開設），当時ボランティア業界で著名な山崎美貴子先生が副学長であり，山崎先生の熱心な
働きかけがセンターの確立に大きく影響した。現在では，迅速な意思決定が可能な独立機関となり，











3－4 年生の選択必修科目。Field Study A，Field Study B，Field Study Seminar，Internship 
A，Internship B，Independent Study A，Independent Study B のいずれかを 4 単位選択必
修。Field Study の場合は，Field Study Seminar（2 単位）とセットで，Field Study A（4
112 





































































1 科目 2 単位で，1 年次の秋学期（後期）から，最大 6 単位まで履修を認めている（国内での













































































































領域で，合計 1000 時間の体験を行うことが学生に義務付けられている。1000 時間のうち必修（共
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３５) 遠藤貴広（2014）「教職における専門性形成の基盤 教員養成カリキュラムの展望」『福井大学教
育地域科学部 教職実践演習 2013 年度実施報告書』pp. 5-30. 
３６) 福井大学教育地域科学部『平成 24 年度ライフパートナー活動報告書』 
３７) 上越教育大学学校ボランティア支援室（2013）『学校ボランティア A 学校支援体験 手引き』 
３８) 愛媛大学教職総合センター教職支援ルーム（2013）『地域連携実習の手引き』 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































諸外国に目を転じてみても，2014 年 6 月には OECD 国際教員指導環境調査(TALIS)の 2 回目
の調査結果の報告書が公表されたが，そこでは，「スクールリーダーシップの重要性(The 






学院活用の可能性に関する調査報告書』(平成 26 年 1 月)，『義務教育諸学校の学校事務職員の職
務の明確化・人事・人材育成に関する調査報告書』(平成 27 年 2 月)，『県立学校の学校事務職員
の職務と専門的力量に関する調査報告書』(平成 27 年 2 月)，『小中学校事務職員の職務と専門的










































2013 年 5 月 15 日から 2013 年 6 月 20 日にかけて教育委員会に対する調査を実施し，人事主
管課長の立場での回答を依頼した。有効回収率は，都道府県が 47 教育委員会（100％），政令指




























【図 4-1-1 学校管理職育成の現状の評価】                     n=66 
 
 






























































2013 年 5 月から 2013 年 6 月にかけて教育センターに対する調査を実施，教育センターにおい
て学校管理職育成のための研修を所掌している部課長の立場での回答を依頼した。有効回収率は，







































ち，「最も重要度の高い課題」の内容を分類した結果が図 4-1-5 である。 
 
 










































































































月から 2014 年 11 月にかけて実施した。有効回収率は，都道府県が 45 教育委員会（95.7％），政
















※再定義の時期について未記入の教育委員会があるため，累積数が 39 教育委員会となっている。 


















































【表 4-2-1 現在特に重視する資質・能力と今後特に重視する資質・能力】 
 現在特に重視する資質・能力 今後特に重視する資質・能力 
















0% 20% 40% 60% 80% 100%
再定義に取り組んでいない教育委員会 
再定義に取り組んでいる教育委員会 







0% 20% 40% 60% 80% 100%
再定義に取り組んでいない教育委員会 
再定義に取り組んでいる教育委員会 
既に実施してる 実施に向けて検討中である 実施していない 
144 
















































最後に， 今後の学校事務職員の職務の明確化・人事・人材育成に関して，下記の a～f の 6 項
目の国レベルの取組に関して，それぞれ，どの程度必要だと考えるか，「1.とても必要である」，
「2.必要である」，「3.余り必要でない」，「4.全く必要でない」の４件法を用いて質問した。その結








































































































と回答した人は 433 人(32.2%)である(未回答者 54 人)。勤務校において学校事務の共同実施の取











0% 20% 40% 60% 80% 100%
再定義に取り組んでいない教育委員会 
再定義に取り組んでいる教育委員会 






















（１）企画運営委員会への参画 372(41.1%) ＞  94(21.8%) 0.000 
（２）校務分掌組織検討への参画 203(22.4%) ＞  67(15.5%) 0.003 
（３）業務運行の策定並びに助言 324(35.9%) ＞ 115(26.6%) 0.001 
（６）校内諸規定に係る助言 416(45.8%) ＞ 161(37.4%) 0.003 
（７）学校事務全般に係る助言 815(89.8%) ＞ 357(83.2%) 0.001 
（３８）学校間連携業務 338(37.3%) ＞ 135(31.2%) 0.031 庶務系事務
 
（１０）学校基本調査関係事務 549(60.4%) ＞ 231(53.3%) 0.014 
（１６）採用，退職事務 814(89.6%) ＞ 359(83.7%) 0.002 
（２０）出勤簿関係事務 811(89.3%) ＞ 359(83.5%) 0.003 
（２３）旅費予算管理事務 896(98.6%) ＞ 413(96.9%) 0.046 
（３１）学校徴収金の計画，執行，決算事務 657(72.4%) ＞ 276(63.7%) 0.001 
（３２）監査，検査関係事務 736(81.1%) ＞ 327(75.7%) 0.021 
















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
Ｂ（標準的職務通知無し）群 
Ａ（標準的職務通知有り）群 




【図 4-2-11 学校事務の仕組みを作る力の修得度についての自己診断】        p=0.045 
 
 
【図 4-2-12 教育・訓練，能力開発支援という観点】                p=0.077 
 
 



















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
Ｂ（標準的職務通知無し）群 
Ａ（標準的職務通知有り）群 












0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
Ｂ（標準的職務通知無し）群 
Ａ（標準的職務通知有り）群 
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Ｂ（標準的職務通知無し）群 
Ａ（標準的職務通知有り）群 














（３）業務運行の策定並びに助言 286(36.1%) ＞ 161(27.1%) 0.000 
（６）校内諸規定に係る助言 357(45.0%) ＞ 231(38.8%) 0.021 
（７）学校事務全般に係る助言 712(89.3%) ＞ 504(85.0%) 0.016 
（３８）学校間連携業務 367(46.0%) ＞ 116(19.5%) 0.000 
（３９）学校広報関係業務  89(11.2%) ＞   43( 7.2%) 0.013 
（４３）人材育成（教職員研修の企画等）業務   64( 8.0%) ＞ 25( 4.2%) 0.004 
庶務系事務
 
（９）学校備付け表簿等管理，保存事務 737(92.6%) ＞ 505(85.3%) 0.000 
（１０）学校基本調査関係事務 538(67.3%) ＞ 275(46.1%) 0.000 
（１１）就学援助関係事務 681(85.3%) ＞ 473(79.2%) 0.003 
（１９）教科書事務 398(49.9%) ＞ 211(35.3%) 0.000 
（２０）出勤簿関係事務 726(91.2%) ＞ 484(81.3%) 0.000 
（２１）給与関係事務 784(99.0%) ＞ 580(97.2%) 0.011 
（２２）年末調整 783(99.0%) ＞ 582(97.5%) 0.030 
（２３）旅費予算管理事務 781(98.7%) ＞ 580(97.2%) 0.034 
（２９）市町村費の予算編成，執行，決算事務 740(92.8%) ＞ 533(89.6%) 0.031 
（３１）学校徴収金の計画，執行，決算事務 579(72.6%) ＞ 382(64.2%) 0.001 
（３２）監査，検査関係事務 657(82.3%) ＞ 451(75.9%) 0.003 
※p＜0.05 の項目を掲載 
 















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
Ｄ(共同実施未実施)群 
Ｃ(共同実施実施)群 




【図 4-2-15 事務室でチームとして成果を出す力の修得度についての自己診断】    p=0.000 
 
 
【図 4-2-16 事務長・共同実施のリーダー等との出会い】              p=0.000 
 
 



















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
Ｄ(共同実施未実施)群 
Ｃ(共同実施実施)群 




































（１）企画運営委員会への参画 19.6% 28.5% 29.8% 35.1% 44.2% 0.000 
（２）校務分掌組織検討への参画 12.9% 20.3% 12.5% 19.3% 26.9% 0.000 
（３）業務運行の策定並びに助言 14.2% 30.9% 28.8% 29.1% 42.9% 0.000 
（４）文書規定整備関係事務 46.5% 59.2% 49.5% 58.1% 61.3% 0.003 
（５）経理に関する規定整備関係事務 49.7% 70.3% 56.3% 67.1% 73.2% 0.000 
（６）校内諸規定に係る助言 18.8% 39.1% 40.1% 43.2% 52.3% 0.000 
（７）学校事務全般に係る助言 75.5% 89.1% 87.4% 87.8% 90.4% 0.000 
（１３）官公庁等との渉外関係事務 35.7% 38.9% 49.5% 55.4% 65.4% 0.000 
（３３）危機管理業務 11.6% 17.1%  9.6% 14.8% 17.6% 0.047 
（３５）学校運営協議会関係業務  8.4%  4.7%  2.9%  2.0%  7.9% 0.001 
（３７）外部人材コーディネート業務  5.2%  2.7%  1.9%  1.6%  6.3% 0.004 
（４１）キャリア教育関係業務  3.2%  1.6%  1.0%  1.6%  4.4% 0.034 
（４３）人材育成（研修企画）関係業務  3.2%  3.9%  4.3%  3.9% 11.6% 0.000 
庶務系事務
 
（９）学校備付け表簿等管理，保存事務 81.2% 89.1% 86.6% 92.7% 91.9% 0.001 
（１０）学校基本調査関係事務 54.8% 54.9% 51.0% 63.6% 60.8% 0.023 
（１２）就学奨励関係事務 54.8% 61.7% 62.2% 68.9% 71.3% 0.001 
（１６）採用，退職事務 78.6% 91.0% 87.5% 87.8% 88.7% 0.001 
（１７）学籍・諸証明事務 56.8% 52.1% 60.8% 60.3% 63.5% 0.048 
（２２）年末調整 95.5% 99.6% 98.6% 98.0% 98.7% 0.028 
（２４）福利厚生関係事務 94.2% 99.6% 99.0% 99.0% 97.8% 0.001 
（２５）公務災害関係事務 61.9% 65.8% 56.9% 69.2% 69.1% 0.017 
（２９）市町村費関係事務 83.9% 90.7% 93.3% 92.7% 92.8% 0.007 
※色付きのセル中の白字の箇所は有意に従事率が高い箇所。色付きのセル中の黒字の箇所は有意に従事率が低い
箇所。n=「1. ３年以内(155)」，「2. ４～10 年以内(257)」，「3. 11～20 年以内(209)」，「4. 21～30 年以内(305)」，







































（１） 法規などの知識 167(47.2%) ＞ 28(24.3%) 0.000 
（１１）所属する自治体の教育行政に関する知識   18( 5.1%) ＞  0( 0.0%) 0.006 
（１４）学校教育目標等を踏まえた仕事の遂行力  46(13.0%) ＞  4( 3.5%) 0.004 
（１５）学校全体を見渡し問題を発見し解決する力 132(37.3%) ＞ 24(20.9%) 0.001 
（１７）計画的に自分の仕事を進める力    106(29.9%) ＞ 23(20.0%) 0.038 
（２１）同僚・児童生徒とのコミュニケーション力   125(35.3%) ＞ 25(21.7%) 0.007 
（２） 予算執行に関する知識  73(20.6%) ＜ 43(37.4%) 0.000 
（４） 施設管理に関する知識  41(11.6%) ＜ 42(36.5%) 0.000 
（５） 人事・給与・福利厚生等に関する知識  61(17.2%) ＜ 39(33.9%) 0.000 
（７） 就学援助・就学事務に関する知識 14( 4.0%) ＜ 16(13.9%) 0.000 
（８） 庶務事務に関する知識  19( 5.4%) ＜ 46(40.0%) 0.000 
（１６）学校事務の仕組みを作る力  19( 5.4%) ＜ 13(11.3%) 0.028 
（２５）学校事務職員としての志・責任感  78(22.0%) ＜ 36(31.3%) 0.044 








【図 4-2-18 学校教育目標等を踏まえて仕事を遂行する力の修得度についての自己診断】p=0.01 
 
 
【図 4-2-19 学校事務職員は学校経営に参画するべきだと思う】           p=0.000 
 
 


























































まさにそうである 大体そうである どちらともいえない 余りそうでない 全くそうでない 
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【図 4-2-22 職業と個人生活のバランスという観点】                p=0.000 
 
 

















































非常に満足 やや満足 どちらともいえない やや不満足 非常に不満足 
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